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資料１ 

高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況状況状況状況    

 

基本目標１基本目標１基本目標１基本目標１    お互いにつながり支え合えるお互いにつながり支え合えるお互いにつながり支え合えるお互いにつながり支え合える        

 

施策（１）地域包括支援センターの再編 

施策（２）地域包括支援センターの運営 

施策（３）高齢者の生活支援体制整備の推進 

*令和元年度（2019 年度）茨木市保健福祉に関するアンケート調査より 

 

評価「お互いにつながり支え合える」 

地域包括支援センターでは市内 11 か所に拠点をおき、総合相談支援業務や権利擁護業務等に取り組みま

した。また、令和３年４月から新たに地域包括支援センターを１か所増設するにあたり、円滑に業務が実施

できるよう開設準備を行いました。今後は、高齢者の複雑・多様化する相談に対して細やかな対応ができる

よう、目標とする 14 エリア毎のセンター設置に段階的に取り組みを進めていきます。 

地域ケア会議については、高齢者の自立支援・介護予防を強化する観点から、医療・介護・福祉の関係者

等とともに支援方針を検討する自立支援型地域ケア会議に取り組みました。今後も、自立支援型地域ケア会

議を重ね、地域のさまざまな関係者とのネットワークを充実し、多様な視点での支援方法の模索や介護保険

サービスだけでなく地域のインフォーマルサービスの活用等、ケアマネジメント力の強化に努めます。 

協議体の設置数については、第２層の設置単位を小学校区とし取組を進め、２つの小学校区におい

て協議を開始することができました。今後も引き続き、設置済の小学校区においては、地域課題の解

決に向けた協議を進めるとともに、未設置の小学校区においては、協議体が設置できるよう取組を進

めます。 

施策の指標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和元年度 

（2019 年度） 

令和２年度 

（2020 年度） 
指標とする理由 

地域包括支援センター 

設置数 
６か所 11 か所 11 か所 

令和５年度（2023 年

度）までに 

14 か所設置のため 

何かあったときに 

相談する相手 

（地域包括支援センター） 

アンケートの 

実施なし 

21.4％（*） 

（包括 6.7） 

（市役 14.7％） 

アンケートの 

実施なし 

センターの認知度向

上が必要なため 

地域ケア会議実施回数 38 回 66 回 66 回 
個別課題解決機能の

強化のため 

協議体の設置数 

（第１層）１か所 （第１層）１か所 （第１層）１か所 
14 エリア・５圏域を

中心に整備するため 
（第２層）０か所 （第２層）０か所 （第２層）２か所 
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高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況状況状況状況    

 

基本目標２基本目標２基本目標２基本目標２    健康にいきいきと自立した生活を送る健康にいきいきと自立した生活を送る健康にいきいきと自立した生活を送る健康にいきいきと自立した生活を送る        

 

施策（１）介護予防・日常生活支援総合事業の基盤整備の推進 

施策（２）要介護高齢者等の自立・家族介護等への支援の推進 

*令和元年度（2019 年度）茨木市保健福祉に関するアンケート調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の指標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和元年度 

（2019 年度） 

令和２年度 

（2020 年度） 
指標とする理由 

訪問型サービスＡ 

延利用者数の増加 
976 件 1,883 件 2,523 件 

生活支援・介護予防 

サービス充実のため 

訪問型サービスＢ 

延利用者数の増加 
47 件 59 件 79 件 

住民主体型サービス利

用者を増やすため 

通所型サービスＢ 

整備数 
11 か所 13 か所 17 か所 

高齢者の行動範囲を踏

まえ、身近な場所に整備

が必要なため 

介護予防教室 

整備小学校区数 
28 小学校区 28 小学校区 28 小学校区 

高齢者の行動範囲を踏

まえ、身近な場所に整備

が必要なため 

介護・介助の必要性を 

感じない高齢者の割合 

アンケートの 

実施無し 
86.3％（*） 

アンケートの 

実施無し 

介護予防事業の客観的

な評価指標として有効

なため 

シニアいきいき活動 

ポイント登録者数 
700 人 729 人 577 人 

地域活動への参加意向

（51.1％）＊を踏まえ、

社会参加による介護予

防を支援するため 

高齢者福祉タクシー 

料金助成事業 
1,760 人 1,847 人 1,926 人 

高齢交通弱者の増加が

見込まれるため 
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評価 「健康にいきいきと自立した生活を送る」 

訪問型サービスＡは、地域包括支援センターによる利用者の状態に応じた適切なケアマネジメントによ

り、利用促進ができたことから、目標値を大きく上回りました。通所型サービスＢ(コミュニティデイハウ

ス)は、目標値どおりの整備を行うことができました。 

 介護予防教室整備小学校区数は、整備目標には達しませんでしたが、新型コロナウイルス感染症の影響下

でも介護予防教室を実施することができ、総合事業の基盤整備を図れました。 

シニアいきいき活動ポイント登録者数につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により活動登録

者数が減少しています。今後、after コロナを見据えた事業の在り方を模索していきます。 

高齢者福祉タクシー料金助成事業につきましては、高齢者人口の増加に伴い、利用者数は増加しており、

要介護高齢者への支援拡充が図られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

 

高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況状況状況状況    

 

基本目標３基本目標３基本目標３基本目標３    “憩える・活躍できる”場をつくる“憩える・活躍できる”場をつくる“憩える・活躍できる”場をつくる“憩える・活躍できる”場をつくる        

 

施策（１）地域活動・社会参加の促進 

施策（２）身近な「居場所」の整備 

施策（３）世代間交流の取組 

施策（４）高齢者の「働く場」の創造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の指標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 
指標とする理由 

高齢者いきがいワーカーズ 

支援事業（事業立ち上げ件数） 

新規０件 

累計５件 

新規１件 

累計６件 

新規０件 

累計６件 

14 エリアを中心

に、生活支援サー

ビスの整備が必要

なため 

街かどデイハウス整備数 11 か所 8 か所 ４か所 

高齢者の行動範囲

を踏まえ、身近な

場所に整備が必要

なため 

通所型サービスＢ整備数【再掲】 

（コミュニティデイハウス） 
11 か所 13 か所 17 か所 

街かどデイハウス・ 

コミュニティデイハウスの合計 
22 か所 21 か所 21 か所 

いきいき交流広場整備数 21 団体 21 団体 23 団体 

多世代交流センター利用者数 102,508 人 98,186 人 38,841 人 

世代間交流の度合

いを図る指標とし

て有効なため 

シルバー人材センター 

登録会員数 
1,476 人 1,591 人 1,523 人 

高齢者の就業促進

や担い手養成の指

標として有効なた

め 
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評価「“憩える・活躍できる”場をつくる」 

高齢者いきがいワーカーズ支援事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の

新規立ち上げには至りませんでした。 

通所型サービスＢ(コミュニティデイハウス)は、目標値どおりの整備を行うことができました。 

いきいき交流広場の整備数については、新たに２か所で事業が開始され、小学校区に１つという設置目標

に向け、着実に進んでいます。 

多世代交流センターの利用者数については、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言の発出

等により、施設を休館したことで利用者数が大幅に減少しました。 

シルバー人材センター登録会員数については、令和元年度と比較し若干減少したものの、目標値を上回る

実績をあげています。 
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高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況状況状況状況    

 

基本目標４基本目標４基本目標４基本目標４    一人ひとりの権利が尊重される一人ひとりの権利が尊重される一人ひとりの権利が尊重される一人ひとりの権利が尊重される        

 

施策（１）認知症施策の推進（新オレンジプランの推進） 

施策（２）虐待防止対策の推進 

施策（３）権利擁護の推進 

*令和元年度（2019 年度）茨木市保健福祉に関するアンケート調査より 

 

 

 

 

 

 

 

施策の指標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 
指標とする理由 

認知症サポーター養成講座 

受講者数 

（平成 20 年度（2008 年度）か

らの塁計） 

20,415 人 21,844 人 22,631 人 
認知症への理解を

深めるため 

認知症初期集中支援チーム認

知度 

アンケートの 

実施なし 
9.1％（*） 

アンケートの 

実施なし 

認知度を 

向上させるため 

認知症地域支援推進員認知度 
アンケートの 

実施なし 
16.2％（*） 

アンケートの 

実施なし 

認知度を 

向上させるため 

認知症カフェ登録数 19 か所 21 か所 19 か所 

認知症の人の 

介護者の負担軽減

のため 

認知症対応力向上研修 

実施回数 
１回 ４回 ３回 

病院・介護保険施設

等での個別支援を

向上させるため 

認知症の人の家族向け介護教

室実施回数 
10 回 ７回 ４回 

認知症の人の 

介護者の負担軽減

のため 

認知症高齢者見守り事業登録

者数 

(平成 28 年（2016 年）10 月か

らの累計) 

84 人 127 人 180 人 
認知症高齢者等の

見守り推進のため 

成年後見制度認知度 
アンケートの 

実施なし 
40.6％（*） 

アンケートの

実施なし 

認知度を 

向上させるため 
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評価「一人ひとりの権利が尊重される」 

認知症施策の推進では、認知症になっても安心して暮らせる地域づくりに向けて、様々な世代に対し認知

症への理解を深め、関心を持ってもらえるよう認知症サポーター養成講座の開催やイベント等を通じての周

知啓発活動を継続して実施していましたが、令和２年度はコロナ禍の影響により、中止や規模を縮小しての

開催となりました。 

 また、認知症カフェや認知症家族教室についても、休止や開催数の減少となったことから、認知症カフェ

に参加していた人に電話で様子を確認したり、介護家族向けにマンガで学ぶ認知症の人への対応事例集を作

成したりする等、代替手段での不安や介護負担の軽減に取り組みました。今後は、対面だけでなくオンライ

ン等、さまざまな手段を活用して、認知症地域支援推進員や地域包括支援センター等の関係機関と連携し、

認知症の人やその家族への専門的な相談支援を引き続き行うとともに、様々な世代に広く認知症の理解が進

むよう取り組んでいく必要があります。 

虐待防止対策の推進として、虐待の未然防止や早期発見及び深刻化を防ぐため、例年、関係機関との連絡

会や市民向け街頭キャンペーンを実施していましたが、令和２年度はコロナ禍の影響により中止となりまし

た。今後は、コロナ禍においても実施できる新たな代替手段を活用して、支援体制の強化・推進に努めると

ともに、市民の意識啓発に取り組む必要があると考えます。 

また、通報等により虐待や虐待の疑いがあることを把握した場合には、市と地域包括支援センター等が連

携し、家庭訪問等による事実の確認や支援策の検討を行うなど、迅速な対応に努めました。   

しかし、虐待の発生にはさまざまな要因が根底にあるため、早期解消が難しい場合も多く、常に対象世帯

の状況に応じた解決策の提案や制度利用の働きかけを継続し、時には高齢者の身の安全を確保するため緊急

一時保護を行い、その間に虐待に至った要因の解消や養護者の介護等の負担軽減に必要なサービス利用等の

調整を行うなど、細やかな対応を心掛けました。 
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高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況    

 

基本目標５基本目標５基本目標５基本目標５    安全・安心で必要な情報が活かされる安全・安心で必要な情報が活かされる安全・安心で必要な情報が活かされる安全・安心で必要な情報が活かされる    

 

施策（１）災害時に求められる医療・介護サービスの継続 

施策（２）情報公表制度の推進 

施策（３）安心して暮らせる環境の充実 

 

施策（４）高齢者の居住安定に係る施策との連携 

平成 30 年度は一斉調査の該当年度であった。 

平成 30 年度より、ひとり暮らし高齢者の調査対象を 65 歳から 70 歳へと引き上げた。 

 

評価 「安全・安心で必要な情報が活かされる」 

平成 30 年度には、３年に一度の対象者全員一斉調査の年であったこと、また、大阪北部地震が発生し、

緊急時に備えて連絡先等を関係機関で共有することへの関心が高まったことから、回答率が高くなったと推

測されます。一方で令和元年度、令和２年度は、新たに対象要件となった方と過去の調査で未回答の方のみ

に調査を行ったことから、平成 30 年度に比べて回答率が低下しています。 

回答率は目標値に達していませんが、累積実態把握率はともに 80％を超えており、民生委員・児童委員の

見守り活動の一助として一定の役割を果たしています。 

郵送等での調査には限界もあり、今後は、実態の把握率をさらに高める方策の検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

施策の指標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 
令和元年度 

（2019 年度） 
令和２年度 

（2020 年度） 
指標とする理

由 

ひとり暮らし高齢者

の実態等把握調査回

答率 

57.3％ 

（平成 31 年（2019 年）

３月末現在） 

45.0％ 

（令和２年３月末現在） 

47.4％ 

（令和３年３月末現在） 

ひとり暮らし

高齢者数増に

伴う実態把握

のため 

高齢者世帯の実態等

把握調査回答率 

87.7％ 

（平成 31 年（2019 年）

３月末現在） 

 

45.0％ 

（令和２年３月末現在） 

 

76.8％ 

（令和３年３月末現在） 

高齢者世帯数

増に伴う実態

把握のため 
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高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況高齢者保健福祉計画（第８次）介護保険事業計画（第７期）の取組状況    

 

基本目標６基本目標６基本目標６基本目標６    社会保障制度の推進に努める社会保障制度の推進に努める社会保障制度の推進に努める社会保障制度の推進に努める        

 

施策（１）介護保険制度の適正・円滑な運営 

施策（２）介護給付費適正化事業の推進 

施策（３）在宅療養の推進 

＊1 ケア倶楽部ＩＤ・パスワード発行数 391 

＊2 令和元年度（2019 年度）茨木市保健福祉に関するアンケート調査より 

＊3 介護保険事業者調査 

＊4 介護保険事業者調査（看取り加算の算定にかかわらず、終末期ケアに係ること） 

施策の目標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和元年度 

（2019 年度） 

令和２年度 

（2020 年度） 

目標とする 

数値の根拠 

要介護認定の適正化 9,194 件 10,667 件 8,526 件 認定調査全件 

ケアプランの点検 218 件 214 件 161 件 
市内居宅介護支援

事業所数等を考慮 

住宅改修の点検 33 件 13 件 14 件 月３件×12 月 

福祉用具購入・ 

貸与調査 
12 回 12 回 12 回 月１回×12 月 

縦覧点検 12 回 12 回 12 回 月１回×12 月 

医療情報との突合 12 回 12 回 12 回 月１回×12 月 

介護給付費通知 ２回 ２回 ２回 年２回 

給付実績の活用 １回 １回 １回 年１回 

施策の指標 
平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和元年度 

（2019 年度） 

令和２年度 

（2020 年度） 
指標とする理由 

いばらき ほっとナビ 

アクセス件数（月平均） 
9,267 件 7,241 件 5,800 件 

情報公表の推進 

のため 

ケア倶楽部登録率 84.8％ 88.5％（*1） 91.2％ 

医療・介護関係者

の連携支援のため 

はつらつパスポート活用

度 

アンケートの 

実施なし 
10.5％（*2） 

アンケートの 

実施なし 

医療・介護関係者

の情報共有支援の

ため 

医療ニーズの高い利用者

の受入状況 

アンケートの 

実施なし 
 44.5％（*3） 

アンケートの 

実施なし 

在宅医療ケアの 

体制推進のため 

看取りの体制の整備状況 
アンケートの 

実施なし 
 46.1％（*4） 

アンケートの 

実施なし 

看取りの体制の 

推進のため 
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評価「社会保障制度の推進に努める」 

介護給付適正化事業の推進については、８つの施策を実施し、ケアプラン点検と住宅改修の点検以外の

施策については目標を達成しています。ケアプラン点検については、令和２年度はフォローアップ面談を

実施したため、全体で161件となりましたが、３年間で全ての居宅介護支援事業所と地域包括支援センター

を対象に実施し、ケアマネジメントの質の向上に繋げることができました。 

 在宅療養の推進については、いばらきほっとナビのアクセス件数が減少していることから、改善にはよ

り多くの地域情報を共有・活用できるようにすることが必要と考え、事業所がより情報を掲載しやすいシ

ステムへと改修を行います。 

 また、はつらつパスポートについては、令和元年度にプロジェクトチームで作成した内容改定案を基に、

令和２年度に各地域包括支援センター・医療機関等へ改訂版を配布しました。 
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介護保険介護保険介護保険介護保険制度の運営状況について制度の運営状況について制度の運営状況について制度の運営状況について（主なポイント）（主なポイント）（主なポイント）（主なポイント）    

 

＜資料＞2-2 本市の介護保険制度の運営状況について 

2-3 見える化システムから見た本市の介護保険運営状況 

2-4 介護予防・日常生活支援総合事業の状況 

2-5 茨木市内「住宅型有料老人ホーム」「サービス付高齢者向け住宅」件数推移 

 

１１１１    第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数    

・第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数ともに増加しています。【資料 2-2 P1】 

・要介護認定率（年齢調整後）は全国平均よりも高い。 

茨木市 全国 大阪府 

19.2％ 18.7％ 23.1％ 

・要介護認定者の総数は増加しており、軽度から重度まで概ね増加しています。 

 Ｒ2.4 月末 Ｒ3.4 月末 

要支援１ 1,605 人 1,661 人 

要支援２ 1,541 人 1,526 人 

要介護１ 2,691 人 2,926 人 

･･･ ･･･ ･･･ 

総数 11,961 人 12,363 人 

 

２２２２    保険給付費及び保険給付費及び保険給付費及び保険給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業費費費費    

（１）保険給付費 

・介護保険サービス費（令和２年度）の計画費：100.9% 【資料 2-2 P4】 

・令和２年度はコロナ禍における一時的な利用控えもありましたが、サービス別受給者数、給

付費、第１号被保険者１人あたり給付費（月額）ともにどのサービスも増加しております。 

  ＜居宅サービス費に関する項目＞ 

項目 R3.4 月 前年同月比 

サービス別受給者数 10,753 人 105.5% 

給付費（月額） 1,426 百万円 108.0% 

第１号被保険者１人あたり給付費（月額） 20,739 円 107.3% 

【資料 2-3 P3】 

【資料 2-2 P2】 

【資料 2-2 P3,5,6】 

資料資料資料資料２２２２----１１１１    
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【メモ】 

居宅介護サービスが伸びている要因として、要介護認定者数の増加に加えて、サービス付

き高齢者住宅や有料老人ホームの増加が考えられます。【資料 2-5】 

 

・介護給付費を構成する３つの要素①認定率 ②受給率 ③受給者１人あたり給付費 は大阪

府及び北摂７市の比較では低い傾向にあります。 【資料 2-3 P3,4,5】 

項目 茨木市 大阪府 

①要介護認定率（年齢・性別調整済み） 19.2%(4) 23.1% 

②受給率（在宅サービス） 10.2%(5) 12.1% 

③受給者１人あたり給付費（在宅・居住系） 131,359 円(4) 135,702 円 

 

※（）内の数字は北摂７市における順位 

 

（２）介護予防・日常生活支援総合事業費 

・訪問型サービス：令和２年度は利用者数及び事業費ともに減少しています。【資料 2-4 P1,2】 

・通所型サービス：街かどデイハウスからコミュニティデイハウスの移行に伴い、通所型サー

ビスＢの総額は増加していますが、総事業費は減少しています。 【資料 2-4 P2,3】 

 

項目 R1 R2 

訪問型サービス（事業費） 203,240 千円 186,866 千円 

通所型サービス（事業費） 361,471 千円 351,747 千円 

 

 

３３３３    まとめまとめまとめまとめ    

・茨木市は高齢化率がそれほど高くないにも関わらず、要介護認定率（年齢調整後）が全国平

均を上回っています。  

・１人あたりの給付費はそれほど大きく伸びてはいませんが、将来的には、他市よりも介護が

必要となる高齢者数の伸びが大きくなるため、今後、介護予防・重度化防止に力を入れる必要

があります。 

 



茨木市健康医療部　長寿介護課

茨木市福祉部　福祉指導監査課

本市の介護保険制度の運営状況について本市の介護保険制度の運営状況について本市の介護保険制度の運営状況について本市の介護保険制度の運営状況について

１　高齢化の状況１　高齢化の状況１　高齢化の状況１　高齢化の状況

茨木市の第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数の推移

（単位：人)

（出典：介護保険事業状況報告月報)

(注）（　）内の数値は、平成28年４月末の数値を100としたときの指数である。

(注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

(注）要介護（要支援）認定率は、認定者数(第１号被保険者)/第１号被保険者数により算出。

（参考）茨木市の人口と高齢化率

（単位：人)

（出典：茨木市住民基本台帳)

(注）人口総数は表頭の日付における値である。

(103.6) 

令和3年
４月30日

283,113

24.3%

17.7%

令和３年
４月末

68,758

(100.6) 

12,363

(103.4) 

12,152

281,892

24.0%

令和２年
４月30日

283,060

24.1%

17.2%

11,73411,541

(101.7) 

令和２年
４月末

平成28年
４月末

平成29年
４月末

平成30年
４月末

平成29年
４月30日

17.0% 16.4% 17.0%

平成28年
４月30日

23.4%

281,896

23.7%

279,854

23.0%

人口総数 280,856

高齢化率

第１号
被保険者

平成30年
４月30日

平成31年
４月30日

16.9%

11,108

11,353

(101.0) 

要介護
（要支援）

認定率

64,343

11,227

65,797

(102.3) 

(99.0) 

10,995

(101.7) 

平成31年
４月末

(100.9) 

(101.6) 

11,961

(105.0) (100.0) 

10,968

(100.0) 

11,244

(98.9) 

第１号被保
険者数

要介護
(要支援)
認定者数

(100.0) 

(101.3) 

68,31867,726

(101.2) 

11,771

(104.8) 

66,925

（人）

17.0 17.7

23.0
24.3

10

15

20

25

30

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成28年

４月末

平成29年

４月末

平成30年

４月末

平成31年

４月末

令和２年

４月末

令和３年

４月末
第１号被保険者数 認定者数

（第１号被保険者）

認定率 高齢化率

（％）

資料２－２資料２－２資料２－２資料２－２

1



２　要介護認定の状況２　要介護認定の状況２　要介護認定の状況２　要介護認定の状況

要介護（要支援）認定者数の推移

（単位：人）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

2,926
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996

(8.9%) 

1,177

967 1,049

(8.6%) (9.2%) 

1,190

(11.8%) 

(10.5%) (10.5%) 

(13.5%) 

2,270 2,499

(14.5%) 

(20.2%) 

1,264

(11.3%) 

(16.0%) (15.9%) 

(22.0%) 

1,800

1,481

2,656

(23.7%) 

1,809

1,328 1,399

(12.3%) 

(13.6%) 

11,244

3,702

(32.9%) 

 要介護５
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●要介護認定者数は年々増加しており、全国平均よりも要介護認定率（年齢調整後）が高い。
[R2要介護認定率(調整済み)] 全国：18.8% 大阪府：23.1% 茨木市：19.2%

●要介護（要支援）認定を受けずに事業対象者に該当した人数は（Ｐ８）に記載

（人）
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３　介護保険サービス受給者の状況３　介護保険サービス受給者の状況３　介護保険サービス受給者の状況３　介護保険サービス受給者の状況

サービス別受給者数の推移

（単位：人）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）前年比とは対前年同月比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。
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●介護保険サービス受給者は要介護認定者の増加に比例して、伸びてきています。特に居宅
サービスの伸びが大きく、その原因としましては、サービス付き高齢者住宅や有料老人ホーム
が増えてきていることが影響していると考えられます。

●施設サービス受給者数については、概ね横ばいとなっており、大きな変化はありません。
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４　介護保険サービス利用の状況４　介護保険サービス利用の状況４　介護保険サービス利用の状況４　介護保険サービス利用の状況

（１）介護総費用額（年額）の推移

（単位：百万円）

（出典：介護保険事業状況報告年報）

（注）保険給付（介護給付・予防給付）の総費用額（利用者負担分を含む。）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費を含まない。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

（２）給付費　計画・実績（年額）

（単位：百万円）

（出典：茨木市介護保険事業計画（第７期）、介護保険事業状況報告年報）

（注）保険給付（介護給付・予防給付）の給付費（利用者負担分を含まない。）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費を含まない。
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639 553 86.5%

6,116

613

5,901 5,830 98.8%

計画値
（年額）

9,352居宅サービス 99.5%8,7688,815

訪問
通所系

15,833

74.4%

2,344 2,634 103.6%

施設サービス

地域密着型
サービス

555 90.5%

2,301

令和元年度 令和２年度

2,742

4,770

18,671

6,810 108.5%

667 496

計 15,381 15,014 97.6%

4,174

介護老人
保健施設

指定介護
療養型

医療施設
44

4,152

1,972

指定介護
老人福祉

施設
104.5%

100.7%

98.7%

2,049 2,0692,040

2,080 2,090 2,063 102.7%2,099 2,155

2,054

99.2% 4,238 102.3%4,142

86.2%

6,279

106.3%103.2%

101.1%

83.2%

102.7% 6,341

89.7%

4,192

107.4%

103.6%2,383

2,914 2,424 104.6%2,688 2,317

2,328

2,231

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

計

平成30年度

9,832

2,527

4,508

16,867

（注）居宅サービス中「その他」とは、（介護予防）居宅療養管理指導、（介護予防）特定施
　　　設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援、（介護予防）特定福祉用具販売、住
　　　宅改修費である。

0 11 110.0%

16,458 16,602

-0 10

15,945 104.9%99.3% 100.9%

-

100.7%

44 3 20.0%

101.0%
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（３）給付費（月額）の推移

（単位：百万円）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）保険給付（介護給付・予防給付）の月額給付費（利用者負担分を含まない。）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費を含まない。

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

357 102.6

(25.0%) 

(60.2%) 

211 109.9

(14.8%) 

前年
同月比

1,426 108.0

(100.0%) 

858 110.0

平成28年
４月

平成29年
４月

1,163 1,195

(100.0%) 

令和３年
４月

前年
同月比

平成30年
４月

前年
同月比

前年
同月比

103.8

% (26.4%) %

101.8 348

102.2 192

104.2

%

105.4

%(27.1%) (27.8%) 

108.1758

(26.2%) 

334315 332

(14.5%) %(14.5%) 

 施設
 サービス

328 98.8

(27.1%) %

 地域
 密着型
 サービス

181160

(13.8%) 

168

(15.0%) %(14.1%) 

 居宅
 サービス

701 100.9

(59.2%) (58.2%) % (57.9%) %

688 101.0

合計
1,210 101.3 1,277 105.5

(100.0%) % (100.0%) %

102.8

%

%

(100.0%) %

% (59.1%) %

107.7 185105.0

(100.0%) 

102.9

(59.4%) 

前年
同月比

令和２年
４月

平成31年
４月

780695

1,320 103.4

●給付費の月額は年々増加しており、令和３年４月時点で約14億円となっています。居宅サービ
スの給付費が全体の約６割を占めています。

6.88

8.58

1.60
2.11

3.15
3.57

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

平成28年

４月

平成29年

４月

平成30年

４月

平成31年

４月

令和２年

４月

令和３年

４月

居宅サービス

施設サービス

地域密着型サービス

（億円）
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（４）１人あたり給付費の推移

① 第１号被保険者１人あたり給付費（月額）

（単位：円）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）給付費（月額）を第１号被保険者数で除したもの。

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

12,479 109.3

%

%

3,069 109.2

(14.8%) %

5,192 101.9

令和３年
４月

(60.2%) 

(25.0%) 

%

5,094

前年
同月比

20,739 107.3

(200.0%) %

103.3

(26.4%) %

11,417 102.0

(59.1%) %

2,810 102.9

(14.5%) 

令和２年
４月

前年
同月比

19,321 102.5

(100.0%) %

 施設
 サービス

4,896 5,046

(27.1%) (27.8%) (26.2%) % (27.1%) %

103.1

(15.0%) %

4,901 97.1 4,932 100.6

 地域
 密着型
 サービス

2,487 2,553 102.7 2,7322,705 105.9

(13.8%) (14.1%) %

99.2

(59.2%) (58.2%) % (57.9%) %

98.8 居宅
 サービス

10,693 10,563 10,474

 合計
(100.0%) (100.0%) % (100.0%) %

前年
同月比

前年
同月比

平成31年
４月

前年
同月比

18,080 99.5 18,855 104.3

(100.0%) 

平成28年
４月

平成29年
４月

18,162 100.518,075

%

平成30年
４月

%

11,192 106.9

%

(59.4%) %

101.0

(14.5%) 

●第１号被保険者１人当たり給付費は増加傾向ですが、全国、大阪府平均よりも下回っており、その結

果、介護保険料は低くなっています。（Ｐ８参照）
[参考]

全国：２２，３５５円 大阪府：２４，８０６円 茨木市：２０，１４３円
（Ｒ２ 見える化システム暫定値）

10,693 

12,479 

2,487 
3,069 

4,896 5,192 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成28年

４月

平成29年

４月

平成30年

４月

平成31年

４月

令和２年

４月

令和３年

４月

居宅サービス

施設サービス

地域密着型サービス

（円）
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② 介護保険サービス受給者１人あたり給付費（月額）

（単位：円）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）給付費（月額）をサービス別受給者数で除したもの。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

令和３年
４月

前年
同月比

132,614 102.4

109,313 104.5

100.2

105.3262,166
 施設
 サービス

252,308 277,174 100.4

130,569

262,063 258,165 276,190

 居宅
 サービス

 地域
 密着型
 サービス

104.6

121,558 101.3

102,545

101.7

97.7

129,551 101.7101.4

99.7

98.5

122,238

令和２年
４月

130,258

104,628

前年
同月比

平成31年
４月

127,420

107.499.7

 平均 125,714 102.8

102.4

平成30年
４月

121,232

104,957

103.7

前年
同月比

前年
同月比

103.9

平成28年
４月

117,832

94,092

平成29年
４月

前年
同月比

120,000117,994

98,025 104.2

[茨木市の傾向]

茨木市は高齢化率がそれほど高くないにも関わらず、要介護認定率（年齢調整後）が全国平均を上回って
います。
１人あたりの給付費はそれほど大きく伸びてはいませんが、将来的には、他市よりも介護が必要となる高
齢者数の伸びが大きくなり、急激な介護給付費の増加が見込まれます。

（円）

94,092 
109,313 

117,994 
130,569 

262,063 
277,174 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成28年

４月

平成29年

４月

平成30年

４月

平成31年

４月

令和２年

４月

令和３年

４月

施設サービス

地域密着型サービス

居宅サービス
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５　保険料（月額）５　保険料（月額）５　保険料（月額）５　保険料（月額）

（単位：円）

６　居宅介護支援の状況６　居宅介護支援の状況６　居宅介護支援の状況６　居宅介護支援の状況

（１）居宅介護支援事業者

① 居宅介護支援事業所の指定・登録状況の推移

令和3年4月1日現在（単位：件）

② 新規参入、廃止の状況

令和3年4月1日現在（単位：件）

７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）

各年度末（単位：人）

茨木市平均

第３期
（平成18～20年度）

第４期
（平成21～23年度）

第１期
（平成12～14年度）

第２期
（平成15～17年度）

2,911 3,293 4,090 4,160

2,978 3,129 3,847 3,877

第５期
（平成24～26年度）

第６期
（平成27～29年度）

（参考）全国平均

（参考）全国平均

（参考）大阪府平均 3,134 3,394 4,675 4,588

　　　　第７期
　（平成30～
　　　令和２年度）

4,940

平成29年
４月１日

平成30年
４月１日

平成31年
４月１日

令和２年
４月１日

5,3004,550

平成28年
４月１日

茨木市平均

令和３年
４月１日 前年度比

82 77 7 2 82

106.5%82 77

4,972 5,514 5,869

（注）保険料額は、保険料基準額。大阪府平均は第１期、第２期は≪単純平均≫、
　　　第３期、第４期、第５期、第６期、第７期は加重平均。全国平均は≪加重平均≫

82

5,303 6,025 6,636（参考）大阪府平均

89 86 86

304 384353

令和２年度

令和２年４月１日
指定事業所数

令和２年度中
増加数

令和２年度中
減少数

平成31年４月１日
指定事業所数

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業対象者 351

令和３年４月１日
指定事業所数
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８　介護保険サービス基盤の状況８　介護保険サービス基盤の状況８　介護保険サービス基盤の状況８　介護保険サービス基盤の状況

（１）居宅サービス事業者

① 居宅サービス事業所の指定・登録状況の推移

令和3年4月1日現在（単位：件）

（注）介護予防の指定と重複しているものは、「１」として計上

（注）利用定員18人以下の通所介護は、制度改正により平成28年４月から地域密着型通所介護へ

移行されたが、介護予防通所介護の指定と重複している場合は、通所介護と地域密着型通所

介護それぞれに計上

（注）介護予防通所介護及び介護予防訪問介護は、総合事業への移行により、平成29年度末で制度

終了

② 新規参入、廃止の状況

令和3年4月1日現在（単位：件）

平成31年
４月１日

令和２年
４月１日

令和３年
４月１日

訪問介護

前年度比

101.0%

訪問入浴介護

98

平成28年
４月１日

97 94 94 94 97

平成29年
４月１日

平成30年
４月１日

訪問看護 112.5%36

5 5 5 5 4 4

25 25 27 27 32

100.0%

38 39 102.6%

通所リハビリテー
ション

-

通所介護 40

1 1 1 1 0 2

67 71 37

16 16 100.0%12 14 15

短期入所療養介護 0.0%

短期入所生活介護 16

0 0 0 0 0 0

-

福祉用具貸与 114.3%

特定施設入居者生
活介護

10

16 17 15 14 14 16

10 10 10 10 10

15 16 15 14 14特定福祉用具販売 -

計 248 253 219 219 226 238 105.3%

16

平成31年４月１日
指定事業所数

令和２年４月１日
指定事業所数

令和２年度中
増加数

令和２年度中
減少数

令和３年４月１日
指定事業所数

219 226 22 10 238

9



③ 居宅サービス事業者の内訳

令和3年4月1日現在（単位：件）

（注）その他は農協・生協　等

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比

（注）介護予防の指定と重複しているものは、「１」として計上

④ 地域密着型サービス事業者の指定状況

令和3年4月1日現在（単位：件）

16 82

1

計 98 4 36 40 2 16 0 10

0

13

(4.1%)

0 0 0 1 2
7

(2.2%)

0 0 0 50

その他 0 0 3 0

0

(0.0%)
0

ＮＰＯ法人 4 0 2 2 0 0

0 0 0 0 0 0

15 49
224

(70.0%)
15

地方公共団体
（市町村）

0 0 0 0

25 23 0 1 0 8

18
医療法人 2 0 5 0

(5.6%)
02 0 0 0 0 9

2 0 17
58

(18.1%)
0

平成30年
４月１日

平成31年
４月１日

令和２年
４月１日

令和３年
４月１日

2 2 2 2

計
福祉
用具
販売

社会福祉法人 8 0 1 15 0 15 0

通所
リハ

短期
生活

短期
療養

特定
施設

福祉
用具
貸与

居宅
介護
支援

地域密着型通所介護

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問
介護

訪問
入浴

訪問
看護

通所
介護

営利法人 84 4

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護 1 1 1 1

36 34 33 33

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型通所介護 11 11 12 13

14 14 14 14

複合型サービス（看護小規模多機能居宅介護）

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 13 12 13 14

0 0 0 0

4 4 5

2 2 2 2

320

(100.0%)
16

計 82 80 81 84

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 3

10



９　事業者、施設に対する指導・監査９　事業者、施設に対する指導・監査９　事業者、施設に対する指導・監査９　事業者、施設に対する指導・監査

（１）指導

介護保険施設

介護保険施設

介護保険施設

（注）

（注）

種別 集団指導 書面指導 実地指導

居宅介護支援事業者 ［事業所数］ 82 - 7

-
43

(6)

0

81 - 10

［施設数］

居宅介護支援事業者 ［事業所数］

-
48

(13)

0

［施設数］

居宅介護支援事業者 ［事業所数］

居宅サービス事業者 ［事業所数］

-

-
0

(0)

0 - 0

0 - 0

居宅サービス事業者 ［事業所数］
令和
２

年度

令和
元

年度

平成
30

年度

0

413

居宅サービス事業者 ［事業所数］ 315

［施設数］

実地指導件数については、上段に介護予防を含む事業所数を表示し、下段に括弧書きで介
護予防の内数を表記

0 - 0

平成30年度は、大阪北部地震により６月開催予定の地域密着型サービス集団指導は未実施
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（２）監査

【平成30年度実績】

【令和元年度実績】

【令和２年度実績】

改善勧告 改善指導 その他

その他

介護保険施設

介護予防サービス事業者

居宅サービス事業者

居宅介護支援事業者

監査件数

監査後の措置

行政上の措置等 経済上
の措置処分

- - -

監査件数

監査後の措置

行政上の措置等 経済上
の措置処分 改善勧告 改善指導

居宅介護支援事業者 -

０事業所 - - - - -

０事業所 -

- -

０事業所 - -

居宅サービス事業者

- -

- - -

介護保険施設

介護予防サービス事業者 -

０施設 - - -

その他

-

１事業所 1 - - - 1

０事業所 -

- - -

監査件数

監査後の措置

行政上の措置等 経済上
の措置処分 改善勧告 改善指導

居宅介護支援事業者

-

０施設 - - - - -

０事業所 -

- -

０事業所 - - - -

- - - -

居宅サービス事業者

-

０事業所 - - -

介護保険施設

介護予防サービス事業者 -

０施設 - - - - -

０事業所

12



見える化システムから見た本市の介護保険運営状況

■■■■ 高齢化率の状況高齢化率の状況高齢化率の状況高齢化率の状況

■■■■ 第７期（平成30年から令和２年度）介護保険料（月額）第７期（平成30年から令和２年度）介護保険料（月額）第７期（平成30年から令和２年度）介護保険料（月額）第７期（平成30年から令和２年度）介護保険料（月額）

5,869 

6,636 

5,300 

5,083 

5,700 
5,790 

5,900 5,950 

6,208 

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

28.9
28.0

25.4

30.0

28.3

26.4

24.5

28.1
26.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

（時点）令和２年（2020年）
（出典）総務省「国勢調査」および国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝」

%

円

高齢化率は北摂で２番目に低くなっています。高齢化率は北摂で２番目に低くなっています。高齢化率は北摂で２番目に低くなっています。高齢化率は北摂で２番目に低くなっています。

資料２－３資料２－３資料２－３資料２－３
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■■■■ 給付費と３つの要素との関係給付費と３つの要素との関係給付費と３つの要素との関係給付費と３つの要素との関係

■■■■ 第１号被保険者一人あたり給付月額第１号被保険者一人あたり給付月額第１号被保険者一人あたり給付月額第１号被保険者一人あたり給付月額

22,354 

24,806 

20,144 

19,232 

20,501 20,735 
21,846 

23,255 

24,793 

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

17,500

20,000

22,500

25,000

全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和２年（2020年）
（出典）厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」⽉報）

円

総給付費 人口 高齢化率 ①認定率①認定率①認定率①認定率 利用率

③受給者１人あたり③受給者１人あたり③受給者１人あたり③受給者１人あたり

給付費給付費給付費給付費

（日数・回数含む）（日数・回数含む）（日数・回数含む）（日数・回数含む）

②受給率②受給率②受給率②受給率
≒第１号

被保険者数

（総）認定者数

第１号被保険者数

受給者数

（総）認定者数

受給者数

第１号被保険者数

給付費

受給者数

×××× ××××××××××××＝＝＝＝

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

ｌｌｌｌｌｌｌｌ
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■■■■ 受給率（施設サービス）（要介護度別）受給率（施設サービス）（要介護度別）受給率（施設サービス）（要介護度別）受給率（施設サービス）（要介護度別）

■■■■ 要介護度別認定率（年齢・性別　調整後）要介護度別認定率（年齢・性別　調整後）要介護度別認定率（年齢・性別　調整後）要介護度別認定率（年齢・性別　調整後）

18.7

23.1

19.2
18.7

17.0

21.1
19.7 19.2

23.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和2年（2020年）
（出典）厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元年度のみ「介護保険事業状況報告」⽉報）および総務省「住⺠基本台帳⼈⼝・世帯数」

%
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2.4
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1.9

2.1

2.4 2.4
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全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点)令和２年（2020年）
（出典）厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」⽉報）

要介護認定率は４番目となっています。要介護認定率は４番目となっています。要介護認定率は４番目となっています。要介護認定率は４番目となっています。

受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。

%
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■■■■ 受給率（在宅サービス）（要介護度別）受給率（在宅サービス）（要介護度別）受給率（在宅サービス）（要介護度別）受給率（在宅サービス）（要介護度別）

■■■■ 受給率（居住系サービス）（要介護度別）受給率（居住系サービス）（要介護度別）受給率（居住系サービス）（要介護度別）受給率（居住系サービス）（要介護度別）
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全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和２年（2020年）
（出典）厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」⽉報）
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全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和２年（2020年）
（出典）厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」⽉報）

% 受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。

受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。受給率はどのサービスも比較的低くなっています。
%
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■■■■ 受給者一人あたり給付月額（円）（在宅および居住系サービス）受給者一人あたり給付月額（円）（在宅および居住系サービス）受給者一人あたり給付月額（円）（在宅および居住系サービス）受給者一人あたり給付月額（円）（在宅および居住系サービス）

■■■■ 茨木市の人口の推移茨木市の人口の推移茨木市の人口の推移茨木市の人口の推移

129,415 
135,702 

131,359 
125,465 

141,209 

121,452 
129,742 

140,180 
135,333 
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全国 大阪府 茨木市 高槻市 箕面市 摂津市 吹田市 池田市 豊中市

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（時点）令和２年（2020年）
（出典）厚⽣労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」⽉報）

円 受給者一人あたり給付月額は４番目となっています。受給者一人あたり給付月額は４番目となっています。受給者一人あたり給付月額は４番目となっています。受給者一人あたり給付月額は４番目となっています。
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2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

75歳以上

65歳〜75歳未満

15歳未満

15歳〜40歳未満

40歳〜65歳未満

高齢化率

⽣産年齢⼈⼝割合

⼈ ％

（出典）2000年〜2015年まで︓総務省「国勢調査」

2020年以降︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成30（2018）年推計）」

※数値は75歳以上⼈⼝

■75歳以上⼈⼝ ■75歳以上⼈⼝（100⽐率）
2015 2025 2040 2015 2025 2040

茨木市 28,203 45,932 46,924 茨木市 100 163 166
高槻市 43,462 66,873 61,128 高槻市 100 154 141
吹田市 38,533 61,137 65,443 吹田市 100 159 170
豊中市 47,041 67,768 67,563 豊中市 100 144 144

■85歳以上⼈⼝ ■85歳以上⼈⼝（100⽐率）
2015 2025 2040 2015 2025 2040

茨木市 7,566 14,181 22,594 茨木市 100 187 299
高槻市 11,013 20,997 30,173 高槻市 100 191 274
吹田市 10,085 19,708 30,040 吹田市 100 195 298
豊中市 12,290 22,758 31,458 豊中市 100 185 256

5



■■■■ 茨木市の傾向茨木市の傾向茨木市の傾向茨木市の傾向

①高齢化率が低いにもかかわらず、要介護認定率（年齢・性別調

整後）が全国平均を上回っていることから、要介護認定申請をす

る方が多い傾向にあると言えます。

②要介護認定率（年齢・性別調整後）が高いにもかかわらず、

サービス受給率は全国平均程度もしくは平均を下回っています。

③２０２５年から２０４０年にかけて、要介護認定率が高くなる８５歳

以上の人口増加が、近隣市の中でも比較的大きくなっています。

2020年以降︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成30（2018）年推計）」
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令和３年３月31日現在

介護予防・日常生活支援総合事業の状況　（平成28年度から実施）

（１）要支援認定者及び事業対象者の推移

（単位：人）

（２）総合事業サービス利用者の推移

１．訪問型サービス

（単位：人）

※　介護予防訪問介護、従前相当サービス、訪問型サービスAは請求月単位

※１　平成29年10月開始 ※２　平成30年４月から通所型サービスＣと一体的に実施

２．通所型サービス

（単位：人）

※　介護予防通所介護、従前相当サービス、通所型サービスAは請求月単位

※１　茨木市実施なし（住所地特例者のみ）

※２　月実利用者数の４月～３月分の合計（事業対象者・要支援者）

9,450

26

12,795

12,052

令和２年度

0

11,808

21

940

2,523

79

令和２年度

384

1,647

1,530

3,561

令和２年度

0

13,780

令和元年度

0

12,855

18

856

51

0

11,066

1,883

59

13,008

令和元年度

353

1,620

1,541

3,514

令和元年度

合計

事業対象者

従前相当サービス

通所型サービスC

従前相当サービス

要支援１ 2,067

3,699

平成29年度 平成30年度

介護予防訪問介護 14,630 12,545 4,821 2

3,542

7,938

1,581 1,431

介護予防通所介護

平成27年度

合計 3,614

3,05610,463

通所型サービスB

通所型サービスA

平成28年度

1,566

平成29年度

351

1,507

3,289

平成27年度

要支援２ 1,632

平成30年度

304

1,664

1,574

平成28年度

111

1,922

10,463

平成28年度

9,055

2,142

0

20

59

11,276

平成27年度

12,128

976

平成30年度

12,390

710

13,127

0

10

平成29年度

0

訪問型サービスC 6 5

8,493

合計 14,630 14,120 13,286 13,080

17

558

21

訪問型サービスB 4 47

12,055

訪問型サービスA 3 518

※１

※２

※１

※2

資料２－４
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（３）訪問型サービス（事業費）の推移

（単位：千円）

※１　平成29年10月開始

※２　平成30年４月から通所型サービスＣと一体的に実施

186,866

令和２年度

0

163,666

22,973

227

0円

226,460 88,410 37268,576

0円

0円

訪問型サービスC 202 190 0円

合計 251,670 233,955 210,775

0円

268,576

訪問型サービスA 20 4,681 9,069

訪問型サービスB 0円 9 1640円

事業費 平成28年度 平成29年度 平成30年度

従前相当サービス 24,988 140,665 201,505

平成27年度

介護予防訪問介護

203,240

令和元年度

0

186,295

16,714

231

0円

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

億円
予防訪問 従前相当 訪問型A 訪問型B 訪問型C

２．５億円

２．３億円

２．１億円
２．０億円

１．９億円

２．７億円

※

※

総合事業実施以降、訪問型サービスの総額は減少傾向となっています。要因としましては、地域包括支援セ

ンターによる適切なケアマネジメントや所得に応じた負担割合の導入等による影響が考えられます。

令和２年度におきましては、新型コロナウイルスへの感染リスクを下げるために、利用者がサービスの利用を

控えたことから、訪問型サービス事業費が全体的に減少しました。また、訪問型サービスＡの利用者が年々増

えており、令和２年度は全体の約１２％を占めるようになったことも、事業費の減少に繋がったと考えられます。
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（４）通所型サービス（事業費）の推移

（単位：千円）

※１　茨木市実施なし（住所地特例者のみ）

351,747

令和２年度

0

254,794

221

94,723

2,010

介護予防通所介護 287,737 244,576 84,409 0

通所型サービスC 628 990 875

通所型サービスA

合計 314,791 361,171 344,563

0円

287,737

0 0 177

通所型サービスB 15,726 49,413 62,206

0円

0円

事業費 平成28年度 平成29年度 平成30年度

従前相当サービス 53,861 226,359 281,305

平成27年度

0円

361,471

令和元年度

0

284,742

285

74,319

2,125

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

億円

予防通所 従前相当 通所型A 通所型B 通所型C

２．８億円

※

通所型サービスの総額は、令和元年度より減少しました。

従前相当サービスについては、新型コロナウイルスへの感染リスクを下げるために、利用者がサービスの

利用を控えたことが原因となり、給付費が減少しています。

通所型サービスＢ（コミュニティデイハウス）については、令和２年度に街かどデイハウスから４か所が移行し

たため、費用が増加しています。

通所型サービスＣにつきましては、新型コロナウイルス感染拡大により事業を中止した期間があったことや、

利用者がサービス利用を控えたことが原因となり、給付費がやや減少しました。

３．１億円

３．６億円
３．４億円

３．６億円
３．５億円
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（５）介護予防ケアマネジメント（事業費）の推移

（単位：千円）

※１　平成30年４月開始

令和２年度

72,802

59,697

65

132,564合計

ケアマネジメントＣ

121,527

介護予防支援費

126,204

平成29年度

45,892

126,215

113,723 80,323

平成28年度事業費 令和元年度

70,015

64,46812,481ケアマネジメントＡ

平成27年度

121,527

83

134,566

平成30年度

65,391

105

130,216

64,720

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

億円

介護予防支援費 ケアマネジメントA ケアマネジメントC

１．３２億円

※

１．２１億円
１．２６億円 １．２６億円

１．３０億円

総合事業の実施により、徐々に訪問型サービスと通所型サービスのみを利用される方のケア

プラン（ケアマネジメントA）の割合が増えてきましたが、令和元年度・令和２年度におきましては

再度、介護予防支援費の割合が増加しています。

軽度者においては、福祉用具貸与および訪問看護などの介護予防サービスと併用する利用者

が増えてきているため、介護予防支援費が増加したものと考えます。

１．３４億円
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（6）一般介護予防事業の実績の推移

（単位：千円）

（※１）地域リハビリテーション活動支援事業は職員による直接実施のため、費用無し

（※２）介護予防健康運動教室、はつらつ教室、介護予防初級講座、ふれあい体験学習

（※３）街かどデイハウス・コミュニティデイハウス介護予防教室、はつらつ出張講座

48,954

10,048人

21,040人

令和２年度

0

18,642

37,457

0

0

合計 95,203 100,674 90,915 80,844

3,1680120

0

19,75025,522

47,05153,17547,467

令和元年度

60,21554,764

15,90515,26414,917

25,193 27,542

30,198人

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション
活動支援事業（※１）

介護予防普及啓発事業
介護予防教室等（※２）

参加延べ人数

20,401

0000

介護予防普及啓発事業

事業費

21,212人 24,131人

介護予防把握事業

29,775人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

19,838人

地域介護予防活動支援事業
介護予防教室等（※３）

参加延べ人数
32,723人

69,969

07,268

37,857人 30,258人 35,486人 30,807人

介護予防把握事業については、地域包括支援センター等との連携により、支援を必要とする人

を把握した際には、介護予防活動等に繋いでいます。

介護予防普及啓発事業は、新型コロナウイルス感染症の影響による中止期間が原因となり、開

催回数の減少とともに、委託料も減少しています。

地域介護予防活動支援事業は、街かどデイハウスから、コミュニティデイハウスへの移行に伴

い、委託料の上限が300万から150万となることから事業費が年々減少しました。新型コロナウイ

ルス感染症の影響による事業中止などにより、令和２年度はさらに減少しました。

一般介護予防評価事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業が中止となりました。

地域リハビリテーション活動支援事業では、市の専門職（保健師・管理栄養士・リハビリテーショ

ン専門職）が地域ケア会議等へ出席し、助言や支援を行っています。

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

億円

地域リハビリテーション活動支援事業（※１）
一般介護予防事業評価事業
地域介護予防活動支援事業
介護予防普及啓発事業
介護予防把握事業

６，９９７万円

８,０８４万円

９,０９２万円

１．００億円
９,５２０万円

４,８５９万円

5



（7）茨木市の総合事業（サービスの種類） 令和３年３月31日現在

１．訪問型サービス

サービス名 サービス内容 実施主体数 主な実施主体

従前相当サービス
訪問介護員が身体介護、生活援助を行うサービ
ス

119か所
社会福祉法人
医療法人
営利法人　等

訪問型サービスA
【基準緩和】

訪問型サービスA従事者養成研修修了者等が生
活援助を行うサービス

10か所
社会福祉法人
公益財団法人
営利法人　等

訪問型サービスB
【住民主体】

ボランティア等が生活援助（茨木市が独自に認め
る生活支援を含む）を行うサービス

１か所 NPO法人

２．通所型サービス

サービス名 サービス内容 実施主体数 主な実施主体

従前相当サービス
通所介護施設で食事サービス、生活機能維持向
上のための体操や筋力トレーニングを行うサービ
ス

98か所
社会福祉法人
医療法人
営利法人　等

通所型サービスB
【住民主体】

ボランティア等による家庭的な雰囲気のコミュニ
ティデイハウスで食事提供、介護予防体操、趣味
活動等を行うサービス

18か所
NPO法人
任意団体

通所型サービスC
【短期集中】

入院等により一時的に体力が低下している方に
対し、運動器の機能向上等の機能回復を３か月
間の短期集中で行うサービス
※H30.4月～訪問型サービスCを廃止し、一体的
に実施

１か所 営利法人

３．介護予防ケアマネジメント

サービス名 サービス内容 実施主体数 主な実施主体

ケアマネジメントA
【原則的】

総合事業サービスのみを利用する方のために、
地域包括支援センターがケアプランを作成する
サービス

地域包括支援
センター12か所
（委託可）

社会福祉法人
営利法人

ケアマネジメントC
【初回のみ】

新規に通所型サービスBのみの利用を希望する
利用者に対し、地域包括支援センターが簡略化し
たケアプランを作成するサービス（作成はサービ
ス利用開始時のみ）

地域包括支援
センター12か所
（委託不可）

社会福祉法人
営利法人
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施設数/定員数 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

概要

根拠法令

種別

茨木市内「住宅型有料老人ホーム」「サービス付高齢者向け住宅」件数推移

各年度末時点　（単位：ヶ所、人）

646 818

635 726

定義

届出制
老人福祉法の規定に基づき、届出を行
う。
大阪府福祉行政事務に係る事務処理
の特例に関する条例により、届出先は
茨木市。

申請方法

登録制
高齢者の居住の安定確保に関する法
律の規定に基づき、大阪府に登録を行
う。

14 17

サービス付高齢者向け住宅

施設数

定員数

16

住宅型有料老人ホーム

定員数

施設数

18

高齢者向けの居住施設 高齢者向けの賃貸住宅

老人福祉法 高齢者の居住の安定確保に関する法律

老人を入居させ、食事の提供、入浴、
排せつもしくは食事の介助、洗濯、掃除
などの家事などのいずれかのサービス
を提供する施設。
介護付有料老人ホームとは異なり、施
設自ら介護サービスの提供はできな
い。入居者が訪問介護サービス事業所
と契約を行う。

高齢者単身・夫婦世帯が安心して居住
できる賃貸等の住まい。安否確認・生活
相談などのサービスを行う。
提供するサービスに、食事提供や入浴
介助など有料老人ホームの定義に該当
するサービスが含まれる場合は、有料
老人ホームにも該当する。

21

981

19

761

住宅型有料老人ホーム サービス付高齢者向け住宅

資料２－５資料２－５資料２－５資料２－５
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